






















 

 

イ 築年別整備状況 

築年別整備状況をみると、2009年（平成21年）頃から以前のような大型施設の新築や更新は抑えてい

ますが、耐用年数を迎えた施設の更新を迫られ、更新せざるを得ない施設があります。この先20年ほど

の間にも各小中学校や市民会館、市役所本庁舎など耐用年数を迎える大型施設が控えています。 

【図表15 建築年度別分布図】  

 

ウ 築年別保有状況 

2020年度（令和２年度）現在、築30年を超過した施設は51施設（36+15施設）・34％となっています。現

状ある施設をそのまま維持した場合、下図のとおり10年後には99施設（48+36+15施設）・66％が築30年を

超過し、今後も維持修繕に要する費用は増加していくことが見込まれます。 

【図表16 築年別保有割合（延床面積）2020年度（令和２年度）現在】 
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旧耐震基準 新耐震基準 

今後 20年間ほどの間に耐用年数に達する施設 

9









成に加え、点検・診断・モニタリング結果をデータベース化するなど、これまでの経験やノウハウを継承 

していくことが必要です。 

 

◇市民ニーズの変化（供給） 

   今後の人口減少や社会情勢の変化により、インフラ資産に求められる市民ニーズや機能が変化して

いくことが予想され、それに応じた維持管理が必要です。 

 

◇今後の維持保全に係る経費の増加（財務） 

   2020年度（令和２年度）に作成した個別施設計画を基に、インフラ資産の総量を維持していくと、年間

で約15億円程度の財源が必要となります。現状の維持更新経費より、今後の維持更新経費は大きくなる

ことが予想されることから、より詳細な資産状況を把握し、今後厳しくなる財政状況において維持保全に

係る予算の必要額の確保が必要です。 

【図表19 2045年度（令和27年度）までのインフラ資産維持更新経費の推移】 
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年間の維持更新経費 年平均約 15 億円 




































